
2025 年度

人

事業費合計 千円 千円 千円 千円

担当正職員 0.01 人 81 千円 0.01 人 81 千円 0.01 人 81 千円 0.01 人 81 千円

臨時職員等 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円

人件費合計 人 81 千円 人 81 千円 人 81 千円 人 81 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

一般財源 千円 千円 千円 千円

財源合計 千円 千円 千円 千円

上位施策事業名 総務部

根拠法令等 管財課 財産・庁舎・自動車担当

国県支出金の内容

その他特財の内容

事業内容

（手段、手法など）

事務区分 森下 康治

実施の背景

実施方法

■直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

目　的

（何のために）

文書を即時送信できることから、情報伝達を迅速化するため

事

業

概

要

対　象

（誰・何を対象に）

関連事業

（同一目的事業等）

郵便よりも迅速に文書を送信出来るため、電話回線による方法を導入した。

総事業費 1,401 992 1,031 1,026

945

電話料（ソフトバンク）(アナログ回線)令和６年４月～令和７年３月分の金額

4月:72,057円　5月:72,158円  6月:76,392円　7月:76,781円  8月:77,545円　9月:72,062円  10月:74,473円　11

月:76,752円

12月:70,049円　1月:81,749円  2月:79,084円　3月:81,400円  合計額:910,502円

人

件

費

1,320 911 950

事業費内訳
（2024年度分）

〇電話回線を利用して、文書を送信する。

事業シート
事業名 不明

事業内容

事

業

費

1,026

1,401 992

その他特財

コ

ス

ト

財

源

内

訳 1,031 1,026

1,401 992 1,031

国県支出金

事業開始年度FAXの配置

担当局・部名

担当課･担当名

■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者

市に関連する法人・個人全てを対象
対象者数（全住民に対する割合）

(　　　%)

2025年度（予算） 2024年度（決算） 2023年度（決算） 2022年度（決算）



2025 年度

事業シート
事業名 不明事業開始年度FAXの配置

単位

回線

／

単位

回線

☑

特記事項

事

業

成

果

成果目標

（指標設定理由等）

各課からの要望に合わせ、過不足の無いように設備を整えること。

回線の故障修理を発注すること。

成果

（目標達成状況）

21/21 21/21

2022年度

/ /

/ /

要改善

各課からの要望に合わせて設置した 21/21

/

/

2024年度 2023年度【成果指標名】（実績値/目標値）

現行通り・拡充

比較参考値

（他自治体での類似

事業の例など）

近隣自治体（川越市、所沢市、飯能市、狭山市、日高市）へ今後のFAX継続について問い合わせ結果、市役所利

用者の中でメールを利用することが出来ないことから継続を希望していたり、廃止が望ましいという意見が無い

等により当面廃止する計画は無いということであった。

事

業

実

績

活動実績

単位当たりコスト

/ /

21/21 21/21

/ /

2024年度

課

題

2024年度

2025年度

パソコンやスマホの普及及びFAX利用の希望状況を調査し、代替え通信手段として大半の市役所利用者がメール

等の利用が可能となった時期にFAXの廃止を検討していく。
今後の予定

トラブル無く遂行していたため問題は無いが、通信手段として紙を使用する必要がある。

トラブル無く遂行していたため問題は無いが、通信手段として紙を使用する必要がある。

自己評価

評価の内容

　メールが普及しているとはいえ、市役所は全ての利用者に対応しなければならないため、現状ではパソコンや

スマホを利用していない中小企業や市民等がいることから、早急なFAX廃止は好ましくないと考える。しかし、

ペーパーレスの観点から状況を見据えてFAXの代替え方法を調査及び研究する。

2023年度 2022年度

FAX回線設置 21/21

/

/

廃止・凍結
国・県・広域・民間

への移管

【活動指標名】（実績値/目標値）

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。


